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研究成果の概要（和文）：平成24年26年度にかけて、異文化コミュニケーションにとって重要な言語事象の一つと考え
られる国際的な合併買収の前後のコミュニケーションや人事システムの相違に関して事例研究を実施し、その成果を国
際学会で発表し、発表論文は学会の会報（電子版）に出版された。また研究成果は、The MNE Academy Journal（多国
籍企業研究）（査読有り）の第7巻に出版された。また平成27年度には、多国籍企業における知識伝達の重要性を明確
にし、英語能力、異文化理解、職業的専門性の多国籍企業内における知識伝達への影響に関して調査を実施し、その成
果をまとめた
研究成果の概要（英文）：This study was conducted from 2012 through 2014, and looked into the differences 
in human resource management systems and differences in communication before and after international 
mergers and acquisitions as one of important speech events. The results of the study were presented at 
international conferences. The presentation papers were published as the electric conference proceedings. 
A paper, “A Culture Clash in International Merger and Acquisition: A Case Study” was published in the 
MNE Academic Journal 7 (peer-reviewed journal). This study clarified the importance of knowledge transfer 
for multinational enterprises (MNEs). Therefore, the follow-up survey questionnaire was conducted to 
examine how English proficiency, intercultural understanding, and professional competence influenced MNE 
knowledge transfer. The results of the survey will be analyzed and prepared for future presentation and 
publication.
研究分野：英語教育
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１． 研究開始当初の背景 
（１） 「特定の目的のための英語」(English 
for specific purposes)のニーズ分析は、こ
れまでネイティブスピーカー同士のスピー
チイベント（特定の状況下、たとえば、病院
やビジネスの現場）におけるスピーチ（会話）
を分析し、その結果を非ネイティブ（英語を
母国語としない）英語学習者の教育に役立て
てきた(Long, 2005)。しかし近年は、マルチ
言語の能力（英語だけでなく、母国語など複
数の伝達手段を用いてコミュニケーション
を行う能力）の重要性が注目され(Cook, 
2002)、非ネイティブスピーカーのスピーチ
を研究する必要性が指摘されるようになっ
た。従って本研究は、日本で活動する外資系
企業（多国籍企業）の日本人社員の社内にお
けるコミュニケーションを分析、研究するこ
とを目的とした。 
 
（２）英語並びに国際コミュニケーションの
教育に関して、企業を対象とした研究は少な
く、応用言語学と経営学を融合させた理論的、
実践的研究は、未だに多くはなされていない。
よって本研究は、両分野の理論的知見を融合
し、多国籍企業、特に日本で活動する外資系
企業における国際コミュニケーションの現
状を把握し、新たな視点から日本の英語教育
や国際コミュニケーションの教育のモデル
を構築することを目的として実施された。本
研究の代表者である鈴木は、これまで日本の
大学生の英語学習に関して実践レポート、学
習者の動機付けを促す英語教育の提言や効
果的な英語教育法に関する研究論文などを
国際的学会誌等に発表してきた。研究論文に
関しては、非ネイティブの中間言語
(interlanguage—第二言語習得における学習
者の言語体系の総称 )をいかに target 
language (学習者が習得しようとする言語—
ネイティブスピーカーの標準英語)に近づけ
ていくかという前提のもとに研究を実施し、
その成果を発表してきた。しかし、日本の大
学で教養科目、専門科目としての英語を教授
する中で、『国際コミュニケーションのため
に本当に必要な能力とは何か』という新たな
疑問を抱くに至った。一方、研究分担者の西
川は、経営学、中でも人々のコミュニケーシ
ョンに焦点を当てた研究を専門とし、その業
績を蓄積してきた。さらには、グローバルに
展開する良品計画（無印良品）において実務
経験を有する。こうした両分野の研究蓄積を
有する研究チームで、本研究の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は、まず研究対象を日本で活動
する外資系企業（多国籍企業）に絞り、多国
籍企業におけるコミュニケーションの現状
を把握することを目的として、探究的調査研
究（インタビュー調査）を実施した。 
 
（２）次にインタビュー調査の結果を分析し、
仮説検証することを目的として、質問票を用
いた試験的調査、並びに本調査を実施した。 
 
（３）最後に本研究の結果に基づき、英語教
育や国際コミュニケーションの教育のモデ
ルを構築することを目的とした。 
 
３． 研究の方法 
（１）平成 24年度は、多国籍企業に合併吸
収された日本企業に勤務していたA氏へイン
タビュー調査をし、その結果をまとめた。合
併や人的管理など国際経営や非ネイティブ
スピーカーのスピーチに関する応用言語学
やデータの分析法に関して最新の研究の文
献調査の実施も行った。平成24年11月には、
シンガポールで開催された Euro-Asia 
Management Studies Association (EAMSA) 
2012に参加するとともに、海外に事業展開を
始める準備をしている日本企業X社を訪問し、
インタビュー調査を実施した。平成 25年 1
月には、神戸経済研究所主催の兼松セミナー
において本研究を発表し、参加者から本研究
の助言を受けた。また平成 25年 3月 1日に
は 、 JETRO (Japan External Trade 
Organization, 日本貿易振興会)を訪問、さら
に平成25年3月28日には、日本の企業との
合併買収のためのコンサルティングの会社
を訪問し、合併買収の際の文化摩擦やコミュ
ニケーション、契約書の慣行などに関して情
報を収集した。 
 
（２）平成25年度は、平成24年度にインタ
ビューを行った海外のグローバル企業に合
併買収された日本企業に勤務していたA氏へ
の追加のインタビューを実施し、海外企業に
合併される前後の社内におけるコミュニケ
ーションの相違についてさらに詳細な情報
を収集した。また別の外資系企業に買収され
た日本で活動する外資系企業に勤務してい
たB氏にも合併前後のコミュニケーションに
関してインタビューを実施し、それらの結果
ならびに先行研究の文献調査の結果を論文
にまとめた。平成25年11月にドイツのデュ
ースブルグで開催された EAMSA 2013に参加
するとともに、イギリスのシェフィールド大
学で教鞭もとられていた長谷川治清先生、高
麗大学の Martin Hemmert教授、神戸大学の
Ralf Bebenroth教授、慶応大学の井口知栄准
教授から本研究への助言を受けた。また多国
籍企業学会や、国際研究インスティチュート
（IIS）やグローバル人材育成研究会の講演
会や研究会に参加して、国際経営に関して知
見を深めるとともに、平成 25年の多国籍企
業学会東部 12月例会で、本研究のこれまで
の成果を発表し、コメンテーターの桜美林大
学教授で、異文化経営学会会長の馬越恵美子
教授から、さらなる研究のための助言を受け
た。 
 
（３）平成26年度は、平成24年～25年度に
調査したデータを基に特に人事採用や登用
における言語能力(英語力)の影響について
論文にまとめた。平成 26年 6月にカナダの
バンクーバーで開催された The Association 
of Japanese Business Studies (AJBS)に参
加するとともに、国際経営の専門家であるマ
ニトバ大学のSue Bruning教授やゲッティン
ゲン大学の Fabian Froese教授から本研究へ
の方法論に関する助言を受けた。またバンク
ーバーでは、次の研究計画を立てるための予
備調査として北米で活動している日本企業
に勤務しているC氏にもインタビューを実施
した。平成26年10月には、予備調査として、
外資系企業と日本企業の両方に勤務経験の
ある日本人2名にインタビュー調査を実施し
た。これまでの本研究の成果（質的研究、文
献調査、学会参加による最新の研究の動向の
調査）に基づき、平成 27年に実施予定の量
的研究に関して計画を立案した。 
 
（４）平成 27年度は、これまでの本研究に
より、多国籍企業のコミュニケーションや業
績にとって重要なのは、知識伝達であるとい
うことが明らかになったので、日本で活動す
る多国籍企業の管理職を対象とし、次の3つ
の要素（①国際語としての英語能力、②異文
化理解、③職業的専門能力）が知識伝達に与
える影響に関する調査を実施した。その調査
のための質問票を作成するために、まず試験
的研究を実施し、最終的な質問票を作成し、
本調査を実施した。その調査結果を分析し、
研究成果発表のための準備をした。なお、平
成 27年 1月より国際経営とくに新興国にお
ける多国籍企業の経営が専門の法政大学安
藤直紀教授に本研究に関して（データの統計
分析などに関して）4回助言を受け、今後も
研究で協力していくこととなった。 
 
４． 研究成果 
（１）国際経営、応用言語学の文献調査から、
日本の企業が外資系企業に合併買収された
場合の研究が非常に少ないこと、また今後日
本企業が受け身の立場の合併買収のケース
が増加していく可能性が明らかになった。従
って、日本企業が外資系企業に合併買収され
る事例に焦点を絞って、合併前と合併後の文
化摩擦とコミュニケーションの形態や使用
言語の関係について調査（インタビュー調
査）を実施した。この事例研究により、合併
買収の契約書の作成の過程や契約書の履行
に関する解釈や慣行に関して、外資系企業と
日本企業では大きく異なっており、契約が合
併買収において最重要であることが明らか
になった。これらの研究成果をまとめ、平成
24年 11月にシンガポール国立大学で開催さ
れ た Euro-Asia Management Studies 
Association (EAMSA) 2012の学会で発表した。
発表論文は学会の会報（電子版）として出版
された（査読有り）。また平成25年1月に神
戸大学経済経営研究所主催の兼松セミナー
においても本研究の成果を発表した。 
 
（２）次に外資系企業が日本企業を合併買収
した場合と日本で活動する外資系企業が別
の外資系企業に合併買収された場合の二つ
の事例について、合併前後のコミュニケーシ
ョンに焦点をあてて比較する研究（インタビ
ュー調査）を実施した。それらの研究ならび
に先行研究の文献調査の結果を論文にまと
め平成25年11月にドイツのデュースブルグ
大学で開催された EAMSA 2013の学会で発表
した。発表論文は学会の会報（電子版）とし
て出版された（査読有り）。 
 
（３）平成25年の多国籍企業学会東部12月
例会で、平成 24年からの本研究のこれまで
の成果を発表した。 
 
（４）平成24年～平成25年度に調査した結
果を基に、特に人事採用や登用における多国
籍企業の社員の言語能力（英語力）の影響に
ついてまとめ、平成 26年 6月にカナダのバ
ンクーバーで開催されたThe Association of 
Japanese Business Studies (AJBS)で発表し
た。発表論文は学会の会報（電子版）として
出版された（査読有り）。 
 
（５）平成 26年 7月には、外資系企業の多
国籍企業に合併買収された日本企業におけ
る文化摩擦とコミュニケーションの問題に
ついて調査した結果をまとめた論文が The 
MNE (Multinational Enterprises) Academy 
Journalの第7巻に出版された（査読有り）。 
 
（６）平成 24年～27年度に実施した本研究
により、多国籍企業における知識伝達の重要
性が明らかになった。特に、社員の次の３つ
の要因（①英語能力、②異文化理解、③職業
的専門性）が知識伝達に与える影響を調査す
る必要があることが判明し、本研究の発展的
研究として「多国籍企業における知識伝達の
分析」に関する研究を着想するに至った。 
 
（７）本研究の成果を基に英語教育やマーケ
ティングにおける人々のコミュニケーショ
ンに関して著書、論文を出版するとともに、
また学会で成果を発表した。さらに大学での
教育活動や学会等の活動にも役立てるよう
に努めた。 
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